
為替週間展望＝ドル円は１１４～１１５円台で堅調な推移か

　　　　　　　　　　［１月３１日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    1 月 24 日～ 1 月 28 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  113.66   115.52(28)    113.47(24)    115.39   +1.71

ユーロ・ドル  1.1338   1.1357(24)    1.1132(27)    1.1151   -0.0193

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    26,717.34     -804.92     日本10年債利回り   0.166   +0.029

ダウ平均株価    34,160.78     -104.59     米10年債利回り     1.799   +0.041

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

３０日　中国１月製造業購買担当景気指数

　　　　中国１月財新製造業購買担当景気指数

３１日　日本１２月小売業販売額、日本１２月鉱工業生産指数

　　　　独１２月小売売上高指数

　　　　ユーロ圏第４四半期域内総生産（ＧＤＰ）速報値

　　　　独１月消費者物価指数速報値

　　　　カナダ１２月鉱工業製品価格

　　　　米１月シカゴ購買部協会景気指数

１日　　日本１２月有効求人倍率、日本１２月雇用統計

　　　　豪１２月小売売上高

　　　　豪中銀（ＲＢＡ）政策金利

　　　　スイス１２月小売売上高

　　　　独１月雇用統計

　　　　独１２月製造業ＰＭＩ確報値、独１２月非製造業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏１２月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　英１２月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏１２月雇用統計

　　　　米１月ＩＳＭ製造業景況指数、米１２月建設支出

２日　　ＮＺ第４四半期雇用統計

　　　　ユーロ圏１月消費者物価指数速報値

　　　　ユーロ圏１２月生産者物価指数

　　　　米１月ＡＤＰ雇用統計

　　　　ＯＰＥＣプラス閣僚級会合

３日　　豪１２月住宅建設許可件数、豪１２月貿易収支

　　　　ユーロ圏１２月非製造業ＰＭＩ確報値

　　　　英１２月非製造業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏１２月小売売上高

　　　　英中銀（ＢＯＥ）政策金利

　　　　欧州中央銀行（ＥＣＢ）政策金利

　　　　ラガルドＥＣＢ総裁記者会見

　　　　米新規失業保険申請件数、米第４四半期非農業部門労働生産性指数

　　　　米１月ＩＳＭ非製造業景況指数、米１２月製造業受注

４日　　独１２月製造業受注指数

　　　　カナダ１月雇用統計

　　　　米１月雇用統計

　　　　カナダ１月Ｉｖｅｙ購買部協会指数
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　　　　北京冬季五輪開幕（２０日まで）

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】米国株の下げが続く中でリスク回避の円買いを受けて、ドル円は上

値の重い動きとなっている。高値圏から調整が続いているものの、１１３円を大きく割

り込むような動きは想定しにくく、ドル円は米長期金利の動きや日米の株価を眺めなが

ら１１３～１１４円台でのもみ合いが継続するとした。

　　　　

【ＦＯＭＣでは３月の利上げ開始を示唆】

　１月２５～２６日に開催された米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）では、政策金利を

据え置くとともに量的緩和を３月上旬に終了することを決定した。米連邦準備制度理事

会（ＦＲＢ）では２０２１年１１月に量的緩和の縮小（テーパリング）に着手して、１

２月には減額のペースを加速しており、３月上旬で終了することとなる。

　　

　声明文では「利上げは近く適切になるだろう」と３月の利上げ開始を示唆した。次回

のＦＯＭＣは３月１５～１６日の開催となるため、そこで利上げ開始が決定するとみら

れる。なお、バランスシートの縮小は利上げ開始後に始めるとしている。

　　

　パウエルＦＲＢ議長の記者会見では、「３月のＦＯＭＣで利上げに適切な条件が整

う」「金利変更の幅についてはまだ決定していない」と述べた。さらに「すべての会合

での利上げの可能性を排除しない」としており、今年あと７回のＦＯＭＣすべてで利上

げの可能性があることになる。

　　

　バランスシートの縮小については、「利上げ開始後に着手する」としている。また、

「バランスシート縮小は前回より早期で急速に行う可能性がある」「バランスシートは

かなりの量を縮小する必要がある」と述べた。さらに「バランスシート縮小は秩序だっ

て予測可能でありたい」としており、国債などの保有資産の売却ではなく、償還後の国

債の再投資を行わないといったやり方で進めるとしている。

　　

　パウエル議長の記者会見が市場の想定以上にタカ派的と受け止められており、日米を

中心に株価の重石となっている。２７日発表の昨年第４四半期の米国内総生産（ＧＤ

Ｐ）速報値は前期比年率換算で＋６．９％となり、市場予想の＋５．３％を大きく上

回った。米国で金融引き締めが進むとの見方が広がる中、強い米ＧＤＰを受けて、ドル

買いの動きが進んだ。２７日にはドル円は１１５円台半ばまで上昇している。ドル買い

の動きを受けて、ユーロドル、ポンドドル、豪ドル／ドルは下落基調で推移している。

　　

　ＦＯＭＣを通過したことで、１月３１日の週は注目度の高い米国の経済指標の影響を

受けやすくなろう。ドルは底堅い地合いが継続しそうだが、一方で世界的な株安の影響

で円買いの動きもみられる。このため、ドル円は底堅い動きが見込まれるものの、一方

的に大きく上昇しにくいとみられる。こうした中、ドル円は１１４～１１５円台で底堅

い動きを継続することとなりそうだ。ドル円の目先の予想レンジは、１１３．５０～１

１６．００円。

　　

　今後の日米の経済指標やイベントとしては、３１日に日本１２月小売業販売額、日本

１２月鉱工業生産指数、米１月シカゴ購買部協会景気指数、１日に日本１２月有効求人

倍率、日本１２月雇用統計、米１月ＩＳＭ製造業景況指数、米１２月建設支出、２日に

米１月ＡＤＰ雇用統計、３日に米新規失業保険申請件数、米第４四半期非農業部門労働

生産性指数、米１月ＩＳＭ非製造業景況指数、米１２月製造業受注、４日に米１月雇用

統計などがある。

　　

【ユーロドルは軟調な地合いが継続か】

　２月３日に欧州中央銀行（ＥＣＢ）理事会が開催される。前回１２月１６日に開催さ

れたＥＣＢ理事会では、新型コロナウイルス対策で導入したパンデミック緊急購入プロ

グラム（ＰＥＰＰ）を２０２２年３月で終了することを決定した。ＰＥＰＰの終了に伴

い従来の資産購入プログラム（ＡＰＰ）の購入を一時的に拡大させる方針も明らかにし

ている。今回は金融政策に変更はないとみられる。

　　

　１月２０日発表の１２月のユーロ圏消費者物価指数確報値は前年比＋５．０％とな

り、高水準を維持しているものの、ＥＣＢのラガルド総裁は物価上昇要因は年内に緩和



するとの見方を示している。また、ラガルド総裁はこれまでに年内の利上げに否定的な

見解を述べて来ており、今回もそうしたスタンスに変更はないとみられる。

　　

　ユーロドルは１．１３台を中心にもみ合いを見せていたものの、ＦＯＭＣを受けてド

ル買いに傾き、１．１１台前半まで下落している。ＥＣＢはＦＲＢほどにタカ派的なス

タンスを見せる可能性は低く、こうしたスタンスの差がユーロ売りドル買いにつながり

やすく、ユーロドルは軟調な地合いが継続するとみられる。ユーロドルの目先の予想レ

ンジは１．１０００～１．１３５０ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、３１日に独１２月小売売上高指数、ユーロ

圏第４四半期域内総生産（ＧＤＰ）速報値、独１月消費者物価指数速報値、１日に豪１

２月小売売上高、豪中銀（ＲＢＡ）政策金利、独１月雇用統計、独１２月製造業ＰＭＩ

確報値、独１２月非製造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏１２月製造業ＰＭＩ確報値、英１２

月製造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏１２月雇用統計、２日にＮＺ第４四半期雇用統計、

ユーロ圏１月消費者物価指数速報値、ユーロ圏１２月生産者物価指数、３日に豪１２月

住宅建設許可件数、豪１２月貿易収支、ユーロ圏１２月非製造業ＰＭＩ確報値、英１２

月非製造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏１２月小売売上高、英中銀（ＢＯＥ）政策金利、欧

州中央銀行（ＥＣＢ）政策金利、ラガルドＥＣＢ総裁記者会見、４日に独１２月製造業

受注指数、カナダ１月雇用統計、カナダ１月ＩＶＥＹ購買部協会指数などがある。
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